
農　 林 　水 　産 　省 農業集落カードＡ票 基本指標 都道府県 コード 市区町村 コード 旧市区町村 コード 農業集落 コード 農業地域 旧市区町村 10関連

2015年農林業センサス 名称 類型

農家 主副業別農家数 専兼業別農家数

１ 総農家数 主業農家 65歳未満 準主業農家 65歳未満 副業的農家 専業農家 男子生産年齢 第１種 第２種 60歳未満男子 60歳未満女子

① 総戸数 非農家数
農業専従 農業専従 人口がいる 兼業農家 兼業農家 専従者がいる 専従者がいる

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005販売

2010販売

2015販売

農家

２ 男女計

② 15～29歳★ 30～59 60～64 65歳以上 15～29歳★ 30～59 60～64 65歳以上 主に自営農業主に他に勤務
主に農業以
外の自営業

主に自営農業主に他に勤務
主に農業以
外の自営業

参考（農業集落調査
・農山村地域調査）

年　齢　別　世　帯　員　数　(農家人口）

家族経営構成別農家数

三世代等
家族経営

二世代
家族経営

仕事が主

家事・育児

65歳未満農業
専従者がいる
（90年は男子）

就　業　状　態　別　世　帯　員　数　◆(Ｅ票の注を参照）　 

男女の専従
者がいる

学生・その他

専従者は
女だけ

専従者
なし

夫　婦
家族経営

一　人
家族経営

一世代
家族経営

家事・育児女

★：90年以前
は16歳以上、
95年以降は
15歳以上であ
る ただし

継続の確認

農業労働力保有状態別農家数

学生・その他

仕事が主

専従者は
男だけ

男女男
② 歳 歳以 歳 歳以 自営農業 他 勤務

外の自営業
自営農業 他 勤務

外の自営業

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005販売

2010販売

2015販売

農家

３ 男女計

59日以下 60～149 150日以上 59日以下 60～149 150日以上 ③ 15～29歳★ 30～39 40～59 60～64 65歳以上 15～29歳★ 30～39 40～59 60～64 65歳以上 男

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

基幹的農業従事者数★農　業　従　事　者（従事日数別）★ 農　業　就　業　人　口

る。ただし、
「年齢別世帯
員数」の70,75
及び80年に
ついては15歳
以上である。

男女計 男 女 男 女 男女計

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005販売

2010販売

2015販売

農家 農家

４ ５

15～29歳★ 30～39 40～59 60～64 65歳以上 15～29歳★ 30～39 40～59 60～64 65歳以上 15～29歳 30～59 60～64 65歳以上 15～29歳 30～59 60～64 65歳以上

1970年 2005販売

1975年 2010販売

1980年 2015販売

1985年

1990年

販売農家

1995年 農家

販売農家 (農業経営)

2000年 ５ 雇い入れた経営体数 実人数 延べ人日 雇い入れた経営体数 実人数 延べ人日

販売農家 2010年

2005販売 販売農家

雇　用　者

雇い入れた
実経営体数

常　雇 臨時雇い（手伝い等を含む。）

年　齢　別　経　営　者　数農　　業　　専　　従　　者

男女計 男 女 男 女 

2005販売 販売農家　

2010販売 2015年

2015販売 販売農家　
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面積計

樹園地

継続の確認

山林・原野等で過去1年に採草・
放牧に利用した土地　★2

経営耕地（面積の単位：ａ）（つづき）

計

農業経営

１

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

販売農家

2000年

1995年

販売農家

2005年

販売農家

2010年

販売農家

2015年

販売農家

農業経営

２

0.3ha未満

(1.0ha未満)

0.3～0.5

(1.0～3.0)

うち田

0.5～1.0

(3.0～5.0)

1.0～2.0

(5.0～10.0)

2.0～3.0

(10.0～20.0)

  経営耕地
④ なし◆1

うち畑（樹園地を除く）

基本指標

名称

3.0～5.0◆2

(20.0～30.0)

借入耕地（面積の単位：ａ）

都道府県

(30.0～50.0) (50.0～100.0)

20ha以上

(100ha以上)

5～10 ◆3 

コード

10～20 ◆4

経営耕地面積規模別経営体数（()内は北海道）

市区町村 コード

田のある経営体数 稲を作った経営体数

計

貸付耕地（面積の単位：ａ）

旧市区町村

うち飼料用

うち田

コード

稲以外作付面積

コード

田の面積 二毛作した面積

耕作放棄地

農業集落

うち飼料用稲を作った面積

農業地域

類型

不作付地

耕地以外の土地（面積の単位：ａ）

畑（樹園地を除く）

不作付地

旧市区町村 10関連

畑の面積畑のある経営体数

経　営　耕　地（面積の単位：ａ）

田

普通畑

桑園★1
樹園地のある

経営体数

２

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005年

販売農家

2010年

販売農家

2015年

販売農家

農業経営

３

1970年

1975年

果樹園

販売目的で作付け（栽培）した作物の類別作付（栽培）面積（1995年以前は作物種類別収穫面積）（単位：ａ）

樹園地面積 茶園 実経営体数 面積 経営体数

    稲作

面積 経営体数

花き・花木 その他の作物

面積

雑穀・いも
類・豆類

面積実経営体数 面積経営体数 面積(田）面積計 経営体数経営体数(畑)経営体数(田)実経営体数計

果樹類

面積(畑）

施設野菜施設園芸

農産物販売金額第１位の部門別経営体数

経営体数(樹園地)

肉牛用露地野菜

面積

養蚕 その他の畜産酪農
工芸農作物
(茶実面積
を含む）

花き類・花木
（90年以前は
芝を含む）

麦類作 工芸農作物野菜類 その他の作物 養豚 養鶏計（のべ） 稲 麦類 雑穀 いも類 豆類
⑤

◆１：70年～00年は例外規定販売農家である。
◆２：70年～80年は3.0ha以上(北海道20.0ha以上）である。
◆３：85年～00年は5.0ha以上(北海道30.0ha以上）である。
◆４：05年は10.0ha以上(北海道50.0ha以上）である。
★１：2000年は、「その他の樹園地」である。
★２：2005年以前は北海道のみ。

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

2010年

2015年

販売農家

販売農家

2015年

販売農家

農業経営

４

2005年

2010年

販売農家

販売農家

2000年

販売農家

2005年

販売農家

販売農家

飼料用
作物作

実経営体数 水稲作

耕種部門の作業を受託した経営体数

果樹作
さとうきび作

工芸
農作物

その他の
作物作

酪農
ヘルパー

畜産部門の作
業を受託した

経営体麦作 大豆作 野菜作
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2015年農林業センサス 名称 類型

農業経営

５

計 稲作 麦類作
雑穀･いも類

･豆類
工芸農作物 施設園芸 露地野菜 施設野菜 果樹類 花き・花木 その他の作物 酪農 肉用牛 養豚 養鶏 養蚕 その他の畜産 準単一複合経営

⑥ 経営体数
２歳以上を
20頭以上

頭数
２歳以上

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005年

販売農家

2010年

販売農家

2015年

販売農家

農業経営 水稲作（沖縄県はさとうきび作）受託作業種類別経営体数と受託作業面積★４

家畜等を販売目的で飼養している経営体数と頭羽数

乳用牛

家畜等を販売目的で飼養している経営体数と頭羽数（１９９５年以前は家畜種類別飼養農家数と頭羽数）（ づき）

準単一複合経
営及び
複合経営

★4：育苗

単一経営

農　業　経　営　組　織　別　経　営　体　数

継続の確認

★１：95年以
前は、和牛と
乳用種の雑種
を含む。
★２：90及び
95年は、
「６ヶ月以上
を5000羽以
上」
★３：1975年
「耕起」から
「稲刈り・脱

穀」、1980年
及び1985年
「育苗」から
「稲刈り・脱

穀」、1990年
以降「育苗」
から「乾燥・
調製」(沖縄除
く）

農業経営 水稲作（沖縄県はさとうきび作）受託作業種類別経営体数と受託作業面積★４ 

６ 受託 部分受託

実経営体数
肥育中を
20頭以上

頭数 乳用種★１
肉用種

子取り用めす
和牛と乳用種

の雑種
経営体数

肥育中を
100頭以上

頭数 子取り用めす 経営体数
5000羽以上

★２
羽数(100羽) ６ヶ月以上 出荷経営体数

１万羽以上出荷

出荷羽数
(100羽)

 実経営体数
⑦

経営体数 面積（ａ）
実経営体数

経営体数 面積（ａ）

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005年

販売農家

2010年

販売農家

2015年

販売農家

農業経営

７

経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 台数 経営体数 台数 経営体数 台数 同居 他出

耕起・代かき〔85年以前は耕
起〕(植付け)

田植（中耕・培土） 防除（防除） 稲刈り・脱穀（収穫） 乾燥・調整（－）

水稲作（沖縄県はさとうきび作）受託作業種類別経営体数と受託作業面積（（ ）内はさとうきび作の作業）（つづき） ★４ 

肉用牛

家畜等を販売目的で飼養している経営体数と頭羽数（１９９５年以前は家畜種類別飼養農家数と頭羽数）（つづき）

豚 採卵鶏 ブロイラー 育苗（耕起・整地）全作業★３

★4：育苗、
乾燥・調整
は、05年以降
である。
★5：05年以
前の動力田植
機は、沖縄県
なし。05年以
前のトラク
ター、コンバ

イン台数は、
馬力別等の合
計値である。
★6：2000年
以前の都府県
は自脱型コン
バインのみで
ある。05年以
前の沖縄県
は、動力脱葉
機である。

農業用機械の所有経営体数と所有台数　★５

トラクター動力田植機 コンバイン★６

後継者の有無別経営体数

後継者
あり

後継者
なし経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 面積（ａ） 経営体数 台数 経営体数 台数 経営体数 台数 同居 他出

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

販売農家

1995年

販売農家

2000年

販売農家

2005年

販売農家

2010年

販売農家

2015年

販売農家

１ 計

⑧

05年農林業

★７：有限会社も含む。

相互会社

地方公共団
体・財産区

会社

その他の法人
森林組合

法人化している

各種団体 法人化して
いない合名・合資

会社
その他の
各種団体

合同会社

農事組合
法人

組織形態別経営体数

個人経営体株式会社
★７

農協
小計

計

農林業
経営

林業のみを
行っている
経営体

農業と林業を
行っている
経営体

農業のみを
行っている
経営体

農業経営体
家族経営

調査客体数

林業経営体
家族経営

10年農林業

15年農林業



農　 林 　水 　産 　省 農業集落カードＤ票

2015年農林業センサス

農林業

経営

２

10年農林業

15年農林業

農林業

経営

３

10年農林業

15年農林業

２１

2005年

2010年

2015年

２２

農業経営 環境保全型
農業経営体数

総計

基本指標 都道府県 コード

計 １人 2～4 5～9 10～19 20～29 30～49 50～99 100人以上

市区町村 10関連 継続の確認コード 旧市区町村 コード 農業集落

類型

コード 農業地域 旧市町村

農林業従事人数規模別経営体数 投下労働規模別経営体数

名称

計 0.25単位未満 0.25～0.5 0.5～1.0 1.0～2.0 2.0～3.0 3.0～4.0 4.0～5.0 5.0～8.0 8.0～10.0 10.0～20.0 20.0～30.0 30.0～50.0 50単位以上

経営耕地面積規模別経営体数 農業従事人数規模別経営体数 農産物販売規模別経営体数

計 0.5ha未満 0.5～1.5ha 1.5～3.0 3.0～5.0 5.0ha以上 計 なし 1人 2～4 5～19 20人以上 計
農産物

販売なし
100万円未満 100～500 500～1,000

1,000万円
以上

環境保全型農
業に取り組ん

でいない

環境保全型農
業に取り組ん

でいる
販売のあった

経営体
単一経営

計 稲作 麦類作

販売のなかっ
た経営体準単一複合

養鶏 養蚕
複合経営雑穀・いも

類・豆類
工芸農作物 その他の家畜養豚肉用牛露地野菜 施設野菜 果樹類 花き・花木 その他の作物 酪農

⑨

農業経営
環境保全型農業に取り組んでいる経営体の取組形態別経営体数 農業生産関連事業

農産物の
販売をした
実経営体

農産物の出荷先別経営体

化学肥料の低減 農薬の低減 堆肥による土作り

計
農業生産関連
事業を行って

いない

農業生産関連
事業を行って
いる実経営体

事業種類別

農協
農協以外の
集出荷団体

卸売市場 小売業者貸農園・体験
農園等

観光農園 農家民宿
農家

レストラン
海外への輸出 その他

食品製造業
者・外食産業

消費者に
直接販売している していない している していない している していない 農産物の加工

消費者に
直接販売

2005年

2010年

2015年

２３

2005年

2010年

2015年

２４

2010年

2015年

２４

2010年

2015年

いちご メロン

露地 施設 露地

いない いる実経営体 農園等 レストラン直接販売

5000～1億円 1～5億円 経営耕地面積

農業経営
農産物の売り上げ1位の出荷先別経営体数 農作業の受託料金収入規模別経営体数 農業生産法人の農業経営体 認定農業者のいる農業経営体

収入なし 50万円未満 50～100 1000～5000その他 農協
農協以外の
集出荷団体

卸売市場
農業生産
法人数

経営耕地面積 経営体数小売業者インターネット
による販売

100～500 500～1000 5億円以上
食品製造業

者・外食産業
消費者に
直接販売

その他

農業経営
耕地及び耕作放棄地を5ａ以上所有している世帯数と面積

総農家数
(自給的農家

含む）

販売を目的とした農産物の生産・野菜の品目別経営体数（2010年は露地または施設で作付け（栽培）した経営体数）
世帯数

（農家世帯を
除く）

所有耕地
面積

耕作放棄地
面積

借入耕地
面積

貸付耕地
面積

だいこん にんじん さといも やまのいも はくさい キャベツ ほうれんそう レタス ねぎ

露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設

農業経営

たまねぎ ブロッコリー きゅうり なす トマト ピーマン すいか その他の野菜 温州みかん その他かんきつ

露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設 露地 施設

農業経営

計

⑩

販売を目的とした農産物の生産・果樹の品目別経営体数販売を目的とした農産物の生産・野菜の品目別経営体数（つづき）

販売を目的とした農産物の生産・果樹の品目別経営体数（つづき）

２４

2010年

2015年

⑪

農山村 

地域調査
１

2010年

2015年

うめ すもも キウイフルーツ パインアップル その他の果樹

農業経営

りんご ぶどう 日本なし 西洋なし もも おうとう びわ かき くり

施設 露地 施設 露地 施設露地 施設 露地 施設 露地 施設施設 露地 施設 露地 露地露地施設 露地 施設 露地 施設 露地施設 露地 施設 露地 施設

法制上の指定地域
ＤＩＤまでの

所要時間

耕地面積（属地）（ha）

実
行
組
合
の
有
無

地域資源の保全

特
定
山
村
地
域

耕地の傾斜の程度（2005）★

都市計画区域

農
業
振
興
地
域

振
興
山
村
地
域

豪
雪
地
帯

離
島
振
興
対
策
実
施
地

農地

過
疎
地
域

半
島
振
興
対
策
実
施
地

特
認
地
域

三
〇
分
～

一
時
間

一
時
間
～

一
時
間
半

一
時
間
半
以
上

森林

計 田面積 畑面積 樹園地

ため池・湖沼 河川・水路開催

線引あり

線
引
な
し

農
用
地
区
域

特
別
豪
雪
地
帯

十
五
分
未
満

十
五
分
～

三
〇
分

回
数

畑
農業用

用排水路
田 樹園地

ある ある ある ある ある

平
坦
地

緩
傾
斜
地

保
全
し
て
い
な
い

な
い

急
傾
斜
地

平
坦
地

緩
傾
斜
地

急
傾
斜
地

平
坦
地

緩
傾
斜
地

急
傾
斜
地

市
街
化
区
域

市
街
化
調
整
区
域

保
全
し
て
い
る

保
全
し
て
い
な
い

な
い

保
全
し
て
い
る

保
全
し
て
い
な
い

な
い

保
全
し
て
い
る

保
全
し
て
い
な
い

な
い

保
全
し
て
い
る

保
全
し
て
い
な
い

な
い

保
全
し
て
い
る

農
業
生
産
に

か
か
る
事
項

農
道
・
農
業
用

用
排
水
路
・

た
め
池
の
管
理

集
落
共
有
財
産
・

共
用
施
設
の
管
理

環
境
美
化
・

自
然
環
境
の
保
全

農
業
集
落
行
事
の

計
画
・
推
進

販売を目的とした農産物の生産・果樹の品目別経営体数（つづき）

農
業
集
落
内
の

福
祉
・
厚
生

寄り合い

議　題

農業集落に最も近いＤＩＤ
の中心地にある施設名

（2010年・参考）



農　 林 　水 　産 　省 農業集落カードＥ票 基本指標 都道府県 コード 市区町村 コード 旧市区町村 コード 農業集落 コード 農業地域 旧市区町村 10関連

2015年農林業センサス 名称 類型

総人口

１ 男女計 男 女

⑫ 0～14歳 15～29 30～39 40～49 50～59 60～64 65～69 70～74 75歳以上 0～14歳 15～29 30～39 40～49 50～59 60～64 65～69 70～74 75歳以上 0全体 0全体

2010年

就業者数

１

2010年

分析指標等

１

1970年

1975年

1980年

1985年

1990年

  販売農家

1995年

  販売農家

2000年

高齢化率

貸付耕地率借入耕地率 耕地率
農業

従事者率
農業就業
人口率

農家人口
増減率

年　齢　別　人　口　(総人口）

産業分類別就業者数

農業就業人口
のうち生産
年齢人口率

耕作
放棄地率樹園地

兼業
従事者率

経営耕地面積の増減率
男子農業

就業人口率 計

継続の確認

出典：農林水産省ホームページ　地域の農業を見て・知って・活かすDB　国勢調査（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/shuraku_data/2015/sb/index.html）
　                                                                経済センサス（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/shuraku_data/2015/sd/index.html）

　「年齢別人口(総人口）」、「産業分類別就業者数」については、一般財団法人農林統計協会が上記国勢調査データを加工して作成しました。

田 畑

事業所数
（2012年）第１次産業 第２次産業 第３次産業

農業従事者の
うちの基幹的
農業従事者率

60歳未満
男子農業
専従者率

農家数の
増減率

⑬

2000年

  販売農家

2005販売

2010販売

2015販売

0全体

0全体

Ａ票 Ｂ票 Ｃ票

◆：就業状態別世帯員数 ◆１：70年～00年は例外規定販売農家である。 ★１：95年以前は、和牛と乳用種の雑種を含む。

（就業状態別世帯員数の2005年以前の数値は下記のとおりである） ◆２：70年～80年は3.0ha以上(北海道20.0ha以上）である。 ★２：90及び95年は、「６ヶ月以上を5000羽以上」
◆３：85年～00年は5.0ha以上(北海道30.0ha以上）である。 ★３：1975年「耕起」から「稲刈り・脱穀」、1980年及び1985年「育苗」から「稲刈り・脱穀」、

◆４：05年は10.0ha以上(北海道50.0ha以上）である。 　1990年以降「育苗」から「乾燥・調製」(沖縄除く）。

★１：2000年は、「その他の樹園地」である。 ★４：育苗、乾燥・調整は、05年以降である。

★２：2005年以前は北海道のみ。 ★５：05年以前の動力田植機は、沖縄県なし。05年以前のトラクター、コンバイン台数は、

　　馬力別等の合計値である。
★６：2000年以前の都府県は自脱型コンバインのみである。05年以前の沖縄県は、動力脱葉機である。
★７：有限会社も含む。

★：年齢階層区分
　・農業従事者、農業就業人口、基幹的農業従事者、農業専従者の1990年以前は　

歳 降 歳 齢 員数

2010年
・2015年

仕事が主

家事・育児

1970～
2005年

自営農業
だけに従事
＋自営農業

が主

その他の
仕事だけ
に従事

その他の
仕事が主

仕事に従事
しなかった

学生・その他
主に自営農業 主に他に勤務

主に農業以外
の自営農業

農 農 農 農
　16歳以上、1995年以降は15歳以上である。ただし、年齢別世帯員数の1970年、
　75年、及び80年については、15歳以上である。
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